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技能実習制度の見直しについて

令和７年７月31日（木） 第６回農業技能実習事業協議会



技能実習制度及び特定技能制度見直しの経緯

○技能実習制度 （外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成28年法律第89号）附則第２条）
政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、
その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
※ 平成29年11月１日施行 ⇒ 見直し時期：令和４年11月１日目途

○特定技能制度 （出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平成30年法律第102号）附則第18条第２項）
政府は、この法律の施行後二年を経過した場合において、新入管法別表第一の二の表の特定技能の在留資格に係る制度の在り方（地方公共団
体の関与の在り方、同表の特定技能の項の下欄第一号又は第二号の技能を有するかどうかの判定の方法の在り方及び同表の技能実習の在留
資格に係る制度との関係を含む。）について、関係地方公共団体、関係事業者、地域住民その他の関係者の意見を踏まえて検討を加え、必要が
あると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 ※ 平成31年４月１日施行 ⇒ 見直し時期：令和３年４月１日目途

・R4.11.22 有識者会議の設置
※ 座長：田中明彦 独立行政法人国際協力機構理事長

※ 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（共同議長：法務大臣・官房長官）の下に設置

・R5.11.30 計16回の議論・28回のヒアリングを経て、最終報告書を法務大臣へ提出

技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議

R6.2.9 最終報告書を踏まえた政府方針を決定

※「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について」
（外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）

第213回通常国会において入管法及び技能実習法の一部改正法が成立 令和９年４月１日施行予定

技能実習制度・特定技能制度の検討条項
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改正法の概要（育成就労制度の創設等）

入管法
１．新たな在留資格創設

２．特定技能の適正化

○ 特定技能所属機関（受入れ機関）が１号特定技能外国人の支援を外部
委託する場合の委託先を、登録支援機関に限るものとする。

４．永住許可制度の適正化

○ 永住許可の要件を一層明確化し、その基準を満たさなくなった場合等
の取消事由を追加。ただし、特段の事情がない限り、在留資格を変更し
て引き続き在留を許可。

３．不法就労助長罪の厳罰化

○ 外国人に不法就労活動をさせる等の不法就労助長罪の罰則を引上げ。
（拘禁刑3年以下又は罰金300万円以下→５年以下又は500万円以下 ※併科可）

１．育成就労制度の目的・基本方針
○ 法律名を「外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関

する法律｣(育成就労法)に改める。
○ 育成就労制度は、育成就労産業分野において、特定技能１号水準の技能を
有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保することを目
的とする。

○ 政府は基本方針及び分野別運用方針を定めるものとし、分野別運用方針に
おいて、各分野の受入れ見込数を設定するものとする。

２．育成就労計画の認定制度

○ 育成就労計画の認定に当たって、育成就労の期間が３年以内（注３）である
こと、業務、技能、日本語能力その他の目標や内容、受入れ機関の体制、外
国人が送出機関に支払った費用額等が基準（注４）に適合していることといっ
た要件を設ける。

○ 転籍の際には、転籍先において新たな育成就労計画の認定を受けるものと
し、当該認定は、①やむを得ない事情がある場合や、②同一業務区分内であ
ること、就労期間（１～２年の範囲で業務の内容等を勘案して主務省令で規
定）・技能等の水準・転籍先の適正性に係る一定の要件(注５)を満たす場合
(本人意向の転籍)に行う。

３．関係機関の在り方
○ 監理団体に代わる「監理支援機関」については、外部監査人の設置を許可

要件とする。監理支援機関は、受入れ機関と密接な関係を有する役職員を当
該受入れ機関に対する業務に関わらせてはならないものとする。

○ 外国人技能実習機構に代わる「外国人育成就労機構」を設立。育成就労外
国人の転籍支援や、１号特定技能外国人に対する相談援助業務を追加。

（注３）主務省令で定める相当の理由（試験不合格）がある場合は、最大で１年の延長可。
（注４）詳細な要件は、主務省令で定める。
（注５）詳細な要件は、主務省令で定める。具体的には、

・ 同一機関での就労期間については分野ごとに１年から２年の範囲で設定すること
・ 技能等の水準については、技能検定試験基礎級等及び分野ごとに設定するＡ１～Ａ２
相当の日本語能力に係る試験への合格

・ 転籍先が、育成就労を適正に実施する基準を満たしていること
を要件とすることを予定している。

４．その他
４．その他

○ 季節性のある分野において、派遣形態による育成就労の実施を認める。

○ 制度所管省庁が地域協議会を組織することができるものとし、地域の
実情を踏まえた取組について協議を行うものとする。

○ 施行までに技能実習生として入国した者は、施行後、現段階から次の
段階までの資格変更（例：１号→２号、２号→３号）を一定の範囲で認め
る。

（注２）さらに、一定基準に適合する企業の外国事業所の職員が技能等を修得するための
「企業内転勤２号」の在留資格を創設。

育成就労法 (技能実習法の抜本改正)

○ 技能実習の在留資格を廃止。｢育成就労産業分野｣(特定産業分野のうち
就労を通じて技能を修得させることが相当なもの)に属する技能を要する
業務に従事すること等を内容とする｢育成就労｣の在留資格を創設（注２)。

技能実習制度及び特定技能制度をめぐる状況に鑑み、就労を通じた人材育成及び人材確保を目的とする新たな在留資格として育成就労の在留
資格を創設し、育成就労計画の認定及び監理支援を行おうとする者の許可の制度並びにこれらに関する事務を行う外国人育成就労機構を設ける
ほか、１号特定技能外国人支援に係る委託の制限、永住許可の要件の明確化等の措置を講ずる。（公布の日から原則３年以内に施行（注１））

（注１）準備行為に係る規定は公布即施行
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育成就労

制度見直しのイメージ図

現行制度 見直し後

５
年

２
年

制
限
な
し

２
年

１
年

５
年

制
限
な
し

（
注
３
）

３
年
（
原
則
）

特定技能２号

技能実習２号

技能実習１号

技能実習３号

特定技能１号

特定技能２号

特定技能１号

・対象となる職種・分野の
不一致

・技能実習の職種の細分化
・「帰国」が制度上の原則

（注１）育成就労制度の受入れ対象分野は特定産業分野と原則一致させるが、
国内での育成になじまない分野は育成就労の対象外。

（注２）特定技能１号については、「試験ルート」での在留資格取得も可能。

（注３）永住許可につながる場合があるところ、永住許可の要件を一層明確化し、
当該要件を満たさなくなった場合等を永住の在留資格取消事由として追加する。

・転籍の制限
・技能実習生の失踪問題等

・転籍の制限緩和（注４）

・ブローカー対策等も適切に

・対象となる職種 ・ 分野が
原則一致（注１）

・業務を拡大、特定技能１号
水準の人材を育成

・地域に根付き共生できる
制度に

→ 長期間産業を支える人材
を確保。

・キャリアアップの道筋を明確化
・労働者として適切に権利保護
・関係機関の要件等を適正化

→ 魅力ある制度で「選ばれる国」へ。

（注４）転籍の制限緩和の内容

○ 「やむを得ない事情がある場合」の転籍の範囲を拡大・明確化するとともに、
手続を柔軟化。

○  以下を要件に、同一業務区分内での本人意向による転籍を認める。
・ 同一機関での就労が１～２年（分野ごとに設定）を超えている
・ 技能検定試験基礎級等及び一定水準以上の日本語能力に係る試験への合格
・ 転籍先が、適切と認められる一定の要件を満たす

（注２）

（注２）

・キャリアパスが不明瞭
・労働者として権利保護不十分
・不適正な送出／受入れ／監理事例
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分野別協議会について

５ 関係機関の在り方

（２）受入れ機関

○ 育成就労制度における受入れ機関については、受入れ機関ごとの受入れ人数枠を含む育成・支援体制等の要件を適正化して設定す

るとともに、分野別協議会への加入等の要件を設け、前職要件等の現行の技能実習制度の国際貢献目的に由来する要件については撤

廃する。（以下略）

第54条 分野所管行政機関の長は、当該分野所管行政機関の長及びその所管する個別育成就労産業分野に係る育成就労実施者又は監

理支援機関を構成員とする団体その他の関係者により構成される協議会（以下この条において「分野別協議会」という。）を組織す

ることができる。

２ 分野別協議会は、必要があると認めるときは、機構その他の分野別協議会が必要と認める者をその構成員として加えることができ

る。

３ 分野別協議会は、その構成員が相互の連絡を図ることにより、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に有用な情報を共

有し、その構成員の連携の緊密化を図るとともに、個別育成就労産業分野の実情を踏まえた育成就労の適正な実施及び育成就労外国

人の保護に資する取組について協議を行うものとする。

４ 分野別協議会の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関して知ることができた秘密を漏らし、又

は盗用してはならない。

５ 前各項に定めるもののほか、分野別協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、分野別協議会が定める。

条文

政府方針
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構成設置目的

スケジュール

改正入管法及び育成就労法に基づき、「外国人材の受入れ・共生に関す
る関係閣僚会議」の下、特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分
野別運用方針の作成に当たって有識者から意見を聴取することを目的とす
る会議。

有
識
者
会
議 

専
門
家
会
議 

構成員

役 割

構成員

役 割

「特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議」について

検討結果報告

有
識
者
会
議
の
設
置
（関
係
閣
僚
会
議
決
定
）

12月 3月2月 5月

基
本
方
針
等
決
定

（関
係
閣
僚
会
議
決
定
・

閣
議
決
定
）（※

１
）

分
野
別
運
用
方
針
決
定

（関
係
閣
僚
会
議
決
定
・閣
議
決
定
）

有
識
者
会
議

（基
本
方
針
（案
）等
に
係

る
検
討
・議
論
）（※

１
）

有識者会議
（分野別運用方針（案）に係る

検討・議論）（※２）

専門家会議
（技能評価試験（案）等に係

る検討・議論）

11月 12月

※１ 現行特定技能制度下における既存３分野（介護・工業製品製造業・外食業）の分野別運用方針についても改正。
※２ 新たな受入れ対象分野の追加についても検討予定。
※３ 各分野において、分野別運用方針の変更を要する場合や、更なる受入れ対象分野の追加希望があれば、検討する（令和９年度以降も同様に運用予定）。

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年

改
正
法
施
行
（政
令
で
定
め
る
日
）

検討結果報告

意
見
提
出

意
見
提
出

事前申請開始
（監理支援機関の許可等）

施行１年前目途

専
門
家
会
議

（試
験
方
針
（案
）に
係

る
検
討
・議
論
）

試
験
方
針
決
定

検討結果報告

特定技能制度及び育成就労制度の
基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議

特定技能制度及び育成就労制度の
技能評価に関する専門家会議

「特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関す
る有識者会議」の下、特定技能制度及び育成就労制度の分野別運用方針を
定めるに当たって、両制度の技能評価に関する方針や試験等の適正性等を
検討し、有識者会議に検討結果を報告することを目的とする会議。

座長１名、委員１３名（計１４名）
学者（経済学、労働法・労働政策、職業能力開発関係、社会人口学）、
労使団体、弁護士、その他関係者（支援関係、地方公共団体、実務家）

・基本方針（案）、分野別運用方針（案）に係る検討・議論
・各分野所管省庁等へのヒアリング
・関係閣僚会議への意見提出等

座長１名 、委員７名（計８名）
学者（職業能力開発関係）、実務家（職業能力開発関係）、労使団体

・技能評価に関する方針（案）や試験（案）等に係る検討・議論
・各分野所管省庁等へのヒアリング
・有識者会議への検討結果報告

＜関係省令の策定について＞

改正入管法及び育成就労法に基づき定め

る関係省令（注）については、関係者から

意見を聴取することを目的とする会議を

別途開催し、その意見を踏まえて令和７年

夏頃に公布する予定。

（注）関係省令で定める主な事項

・ 育成就労計画の認定基準について

・ 転籍について

・ 監理支援機関の許可基準について

・ 送出しについて

・ 特定技能制度の適正化 等

（※３）

有識者会議

専門家会議

分
野
別
運
用
方
針
決
定

（関
係
閣
僚
会
議
決
定
・閣
議
決
定
）
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特定技能制度及び育成就労制度に係る制度の運用に関する基本方針の概要

１ 両制度の意義・受入れ分野に関する事項
【特定技能制度について】
○ 特定技能制度の意義は、人材を確保することが困難な状況にあるため外国人によ
り不足する人材の確保を図るべき産業上の分野（特定産業分野）において、一定の専
門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていく仕組みを構築することである。

○ 特定技能制度の特定産業分野は生産性向上や国内人材確保のための取組を行った
上でなお人材を確保することが困難な分野とする。

【育成就労制度について】
○ 育成就労制度の意義は、特定産業分野のうち、外国人にその分野に属する技能を
本邦において就労を通じて修得させることが相当である分野（育成就労産業分野）に
属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を有する人材を育成するとともに、
育成就労産業分野における人材を確保する仕組みを構築することである。

○ 育成就労外国人の受入れは、特定産業分野のうち、特定技能１号水準の技能を３
年間の就労を通じて修得させることが相当である分野（育成就労産業分野）に限って
行う。

○ 育成就労において派遣形態での受入れができるのは、季節的業務に従事させる必
要がある分野に限られる。

【両制度の共通事項について】
○ 分野別運用方針で、人手不足の状況を踏まえて受入れ対象分野を定める。
○ 分野別運用方針において、原則として５年ごとの受入れ見込数を示し、受入れ見
込数は外国人受入れの上限数として運用する。

※１ 技能・日本語能力に関する水準は試験により確認する。試験は分野別運用方針において定める（分野
の実情に応じて上乗せ可能）。

※２ 妊娠・出産等に係る期間は、通算期間に含めない。また、特定技能２号評価試験等に不合格になった
場合、一定の要件の下で最長１年の在留継続を認める。

２ 受け入れる外国人材に関する基本的事項
○ １号特定技能外国人、２号特定技能外国人、育成就労外国人について、求められ
る技能及び日本語の水準、在留期間、家族帯同の可否等についてそれぞれ定める（整
理すると以下の表のとおりとなる。）。

３ 受入れ機関に係る施策等に関する基本的事項
○ 特定技能外国人の受入れ機関は、特定技能外国人に職業生活上、日常生活上
又は社会生活上の支援を実施する義務がある。

○ 育成就労外国人の受入れ機関は、育成就労計画に基づいて育成就労を行わせ、
目標とする技能及び日本語能力の試験を受験させる義務がある。

○ 育成就労制度における転籍制限期間（１年～２年）は各受入れ分野において
定める。

４ 制度運用に関する関係行政機関の調整に関する基本的事項
○ 法務省は、特定技能外国人等の実態に係る情報を収集し、関係機関と共有し、
適切な連携をする。

○ 厚生労働省は、都道府県労働局等を通じて受入れ機関等を適切に監督する。
○ 法務省及び厚生労働省は、育成就労計画の認定制や監理支援機関の許可制を
適正に運用する。

○ 外国人育成就労機構は、主務大臣等の委託を受けて育成就労に関する権限を
包括的に行使する。

○ 分野所管省庁は、特定技能制度及び育成就労制度に係る分野別運用方針にお
いて、受入れ機関等に課す上乗せ要件を設定する。

○ 法務省、厚生労働省等は、悪質ブローカー等の排除を徹底する。
○ 送出国との間で二国間取決め（ＭＯＣ）を作成し、送出しの適正化等に関す
る取組を推進する。

○ 各分野における人手不足の状況の継続的な把握に努め、その状況等を踏まえ
て、必要な時は外国人の受入れを停止又は再開する。

○ 外国人の受入れ状況を継続的に把握し、問題が生じた場合においては関係機
関が連携して適切な対応を取る。

○ 受入れにより行方不明者の発生や治安上の問題が生じないよう関係機関は、
情報の連携及び把握に努める。

５ その他の重要事項
○ 大都市圏に人材が過度に集中しないよう配慮に努める。
○ 外国人及び受入れ機関は、公租公課を支払う責務があり、制度所管省庁は、
これらの者が納付すべき公租公課の未納を防ぐため、関係行政機関と連携の
上、必要な措置を講じる。

○ 被送還者の自国民引取義務を適切に履行していない国からの受入れは行わ
ない。

○ 改正法の施行後一定の期間が経過した際には基本方針の見直しを行う。

育成就労 特定技能１号 特定技能２号

技能水準
※１

終了時点で特定技能１号
水準に達することが必要

相当程度の知識又は経験を必要
とする技能（特定技能１号評価試

験、技能検定３級等を想定）

・熟練した技能（特定技
能２号評価試験、技能

検定１級等を想定）

日本語
能力水準

※１

就労開始前：A１相当（相当  
講習でも可）

終 了 時 点：A２相当
A２相当 B１相当

期間
３年

（試験に不合格だった場合、
最長１年延長）

通算で５年を上限
一部例外を規定

※２

在留期間の更新回数に
上限はない

家族帯同 基本的に不可 基本的に不可 可能
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2021年4月1日

出入国在留管理庁在留管理支援部

在留管理課特定技能・技能実習運用企画室

「特定技能制度における運用改善等について」

令和７年７月３１日 第６回農業技能実習事業協議会・第１０回農業特定技能協議会運営委員会資料

Immigration Services Agency of Japan



      

 

 

１．随時届出における注意点・変更点 

   随時届出は、２０２５年４月 1日以降に提出する届出から 

   新しいルールに基づく届出が必要となります。 

 

 

→ 在留資格の許可を受けた日から１か月経過しても就労を開始していない場合や雇用後に

１か月活動ができない事情が生じた場合も届出の対象となります。 

→ １か月間活動ができない事情が生じた場合や行方不明者発生などの際に添付する参考様

式を新規に作成しました。 

→ 自己都合退職の申出があった場合について、受入れ困難の事由の対象外とします（雇用

契約が終了した場合には、引き続き「雇用契約終了に係る届出」は必要）。 

 

 

 

→ 届出の対象が「出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為」があっ

た場合から「特定技能基準省令第２条第１項各号及び同条第２項各号に適合しない場合」

に変更されます。 

※ 基準不適合の具体例 

税金や社会保険料等の滞納が発生したとき、特定技能外国人が従事することとされている業務と

同種の業務に従事していた労働者（日本人及び他の在留資格で就労している外国人を含む。）に関

し、非自発的離職を発生させたとき、関係法律による刑罰を受けたとき、実習認定の取消しを受け

たとき、出入国又は労働関係法令に関する不正行為を行ったとき、外国人に対する暴行行為、脅迫

行為又は監禁行為が発生したとき、外国人に支給する手当又は報酬の一部又は全部を支払わない行

為が発生したとき など 

 

 

２０２５年４月１日から、特定技能制度における各種届出の届出項目や届出頻度の変更を

内容とする、改正出入国管理及び難民認定法施行規則が施行されます。 

施行後の届出の主な変更点・注意点は下記のとおりです。 

  

 

特定技能制度における届出のルールが変わります！ 

２０２５年（令和７年）４月１日施行 出入国管理及び難民認定法施行規則 

① 受入れ困難に係る届出（参考様式第３－４号）【届出対象の追加等】 

② 特定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令

の基準不適合に係る届出（参考様式第３－５号）【届出項目変更】 

特定技能所属機関・登録支援機関の皆さま 
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→ 特定技能所属機関による自社支援の場合において、１号特定技能外国人支援計画

に基づく支援について実施困難となる事由が生じた場合に届出が必要となります。 

 

 

→ 登録支援機関が支援の全部委託を受けている場合において、１号特定技能外国人

支援計画に基づく支援について実施困難となる事由が生じた場合に報告が必要とな

ります（支援において特定技能所属機関の基準不適合を把握した場合を含む。）。 

２．定期届出における注意点・変更点 

   ２０２５年１月から３月までを対象期間とした届出（四半期に 

１回の届出）は同年４月１５日までに提出する必要があります。 

新しいルールの定期届出（１年に１回の届出）を最初に提出す 

   るのは、２０２６年４月以降となります。 

 

「受入れ・活動状況に係る届出書」と「支援実施状況に係る届出書」を一体化し、「受入れ・

活動・支援実施状況に係る届出書」に変更され、届出事項や届出時に提出いただく書類が、

以下のとおり変更されます。 

２０２５年４月１日施行の入管法施行規則については、届出関係の以外の運用についても

変更点があります。詳細については、出入国在留管理庁ホームページの特設ページを確認し

てください。 

https://www.moj.go.jp/isa/10_00225.html                                                

③ １号特定技能外国人支援計画の実施困難に係る届出（参考様式第３－７号）【新設】 

受入れ・活動・支援実施状況に係る届出（参考様式第３－６号） 

【提出頻度変更・様式統合・届出項目変更】 

主な届出事項：特定技能外国人の労働日数、労働時間数、給与の支給総額、昇給率など 

       → 届出書本体に年度の平均を記載 

別紙の内容：個人の年間活動日数、給与の総支給額、支援の実施状況等について、特定

技能外国人を受け入れている事業所単位で作成 

主な添付書類：特定技能所属機関の登記事項証明書、決算関係書類、役員の住民票写し、

公的義務の履行証明書など 

 

 

④ １号特定技能外国人支援計画の実施における特異事案報告（参考様式第４－３号）【新設】 

・届出の提出頻度が四半期ごとから１年に１回に変更されます。 

・対象年の４月１日から翌年３月３１日までの受入れ・活動・支援実施

状況を翌年４月１日から５月３１日までに提出する必要があります。 
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１．在留諸申請の提出書類 
 

（１）同一年度内に特定技能外国人を既に受け入れている場合 
 
○ 同一年度内に特定技能外国人を既に受け入れている場合、提出書類のうち、

下記（１）から（１０）までの１０項目の書類の提出が省略できます（※１）。 
 

(１)特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１－１号） 
(２)登記事項証明書 
(３)業務執行に関与する役員の住民票 
(４)特定技能所属機関の役員に関する誓約書（参考様式第１－２３号） 
(５)労働保険料の納付に係る資料 
(６)社会保険料の納付に係る資料 
(７)国税の納付に係る資料 
(８)法人住民税の納付に係る資料 
(９)特定技能外国人の報酬に関する説明書（参考様式第１－４号） 
(１０)雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号） 
 

※１ 必要がある場合には、別途、書類の提出をお願いすることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ２０２５年４月１日から、改正出入国管理及び難民認定法施行規則が施行されます。 

■ これにより、特定技能制度の申請及び定期届出時の提出書類のルールが変更されます。 

■ 施行後の主な変更点・注意点は下記のとおりです。 

 

特定技能制度を利用される皆さまへ 

令和７年７月１日改定 

２０２５年（令和７年）４月１日から 

特定技能制度の提出書類のルールが変更となります！ 
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（２）（１）以外の場合 

○ 全ての提出書類の提出が必要です。 
 
○ ただし、以下の①から⑥の機関等については、過去３年間に指導勧告書の交

付、又は改善命令処分を受けておらず、在留諸申請をオンライン申請、各届出を
電子届出で行う場合（※３）、上記（１）の１０項目の書類を省略することが可能
です。 

 
① 日本の証券取引所に上場している企業 
② 保険業を営む相互会社 
③ 高度専門職省令第１条第１項各号の表の特別加算の項の中欄イ又はロの

対象企業（イノベーション創出企業） 
④ 一定の条件を満たす企業等 
⑤ 前年分の給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表中、給与所得の源泉

徴収票合計表の源泉徴収税額が１,０００万円以上ある団体・個人 
⑥ 特定技能所属機関として３年間の継続した受入れ実績を有し、過去３年

間に債務超過となっていない法人 
 

※２ 従前の書類省略のルールは、２０２５年４月１日以降は適用されませんのでご注意くだ

さい。 

 

２．定期届出の提出書類 
 
○ 特定技能外国人を受け入れている場合、上記１（１）の１０項目の書類は、１

年に１回提出する定期届出の際に提出することとなります（※３）。 
 
○ ただし、上記１（２）の①から⑥の機関等については、過去３年間に指導勧告

書の交付、又は改善命令処分を受けておらず、在留諸申請をオンライン申請、各
届出を電子届出で行う場合、当該１０項目の書類を省略することが可能です（※

４）。 
 

※３ 受入れ機関が毎年４月１日から５月３１日までに提出する「受入れ・活動・支援実施状

況に係る届出書」の添付書類として、受入れ機関の適格性に関する書類を提出してくださ

い。 

※４ 定期届出における提出書類の省略を希望される場合は、施行規則改正後の定期届出の提

出が始まる令和８年４月までに利用者登録をしていただくようお願いいたします。 

 

 

オンライン申請や電子届出について、詳しくはこちらから↓ 

   https://www.moj.go.jp/isa/applications/online/onlineprocedures.html 
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特定技能制度における地域の共生施策に関する連携

特定技能
所属機関

地方公共団体
（都道府県・市区町村）

市区町村に対する協力確認書の提出

必要に応じて指導・助言・協力要請等

今後、特定技能外国人のより一層の増加が見込まれる中、特定技能所属機関においては、
・地域における外国人との共生社会の実現のため寄与する責務があること
・１号特定技能外国人に対する支援は地域の外国人との共生に係る取組を踏まえて行うこと
が求められる。

▐ 協力確認書の提出
特定技能所属機関は、特定技能外国人の受入れに当たり、次のいずれかの時点において、当該外国人が活動する事業所の所在地及び住居地が属する市区町村に対し、

「協力確認書」※を提出する。
・初めて特定技能外国人を受け入れる場合には、当該外国人と特定技能雇用契約を締結後、在留資格認定証明書交付申請又は在留資格変更許可申請を行う前
・既に特定技能外国人を受け入れている場合には、施行期日以降、初めて当該外国人に係る在留資格変更許可申請又は在留期間更新許可申請を行う前
※ 地方公共団体から共生施策に対する協力を求められた場合には、当該要請に応じ、必要な協力をする旨の文書。

▐ 在留諸申請における申告
特定技能外国人に係る在留諸申請において、特定技能所属機関は、当該外国人が活動する事業所の所在地及び住居地が属する地方公共団体が実施する共生施策につ
いて必要な協力をすることとしている旨を申告する。

▐ １号特定技能外国人支援計画の作成・実施
特定技能所属機関は、支援計画の作成・実施において、地方公共団体において実施する共生施策を確認し、これを踏まえた支援計画を作成の上、当該支援を適切に

実施する。

▐ 地方公共団体からの協力要請への対応
特定技能所属機関は、地方公共団体から共生施策に係る協力を求められれば、それが共生社会の実現に必要な施策であり、特定技能外国人に対する支援に資するも
のである場合、当該協力要請に応じる。
※ 本件取組における地方公共団体が実施する共生施策とは、例えば、各種行政サービス、交通・ゴミ出しのルール、医療・公衆衛生や防災訓練・災害対応、地域イ
ベント、日本語教室等に関する施策等が想定される。

必要に応じて協力要請

協力要請への対応
地方出入国
在留管理局

相談

回報

地方出入国在留管理局では、地方公共団体から、共生社会の実現に必要な施策であり、特定技能外国人に対する支援に資するも
のであるにもかかわらず、協力要請に応じない特定技能所属機関について相談等を受けた場合には、必要に応じて、当該地方公
共団体又は特定技能所属機関等に事情を確認した上で、特定技能所属機関等に対する指導・助言・協力要請等を行う場合がある。

在留諸申請

１ 趣旨

２ 制度概要

３ 運用イメージ
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